
２　いきいきと働き地域が輝く活力あふれる大分県

①変化に対応し挑戦と努力が報われる農林水産業の実現
（単位：千円）

 ○農地集積と水田農業の転換
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＋29年度3月補正
予算計上予定

126
（一部再掲）
（公）農業農村整備事業

高収益作物の導入に向けた排水対策工事など水田の畑地化に取り組む
とともに、農地中間管理機構等により集積された農地の大区画化を実施
する。

農村の防災・減災力の強化を図るため、ため池の耐震化や農業水利施
設の改修などを実施する。

農村基盤整備
課

事　業　名 当　初　予　算　の　概　要 所管課

平成３０年度
当初予算額

平成２９年度
当初予算額

米政策見直しに対応するため、水田の畑地化による園芸品目の導入を
支援する。
　・畑地化用の農地提供者に対する協力金の交付
　　　大規模園芸農地の集積（2万円/10ａ）露地3.0ha、施設1.0ha以上
    　【新】上記以外の集積（1万円/10ａ）露地1.5ha、施設0.5ha以上
　・畑地化に必要な農地基盤整備の地元負担の軽減
　　　中山間地10％→0％、平地15％→5％

農地活用・集
落営農課

米政策転換対応型水田
畑地化推進事業

水田の畑地化等の推進を図るため、農地の出し手と受け手との間の
マッチングの取組を支援するとともに、中山間地域で集積を推進する経
営体に対して交付金を交付する。
　・マッチング奨励金（畑地化・大規模化（広域調整）2万円/件　等)
　・中山間地域等農地集積担い手交付金（畑地化2万円/10a　等)

農地活用・集
落営農課

農地集積・集約化支援
事業

ファーマーズスクール研修生などの新規就農希望者が円滑に経営を開
始できるよう、農地中間管理機構があらかじめ確保した農地の管理に要
する経費に対し助成する。
　・補助率　定額（平地４万８千円　等）

農地活用・集
落営農課

（一部再掲）
農地中間管理推進事業
（借受農地等管理分）

近隣の担い手不在集落をカバーできる経営力のある集落営農法人を育
成するため、園芸品目導入などの取組を支援する。
　・農業機械、施設の導入の助成（補助率１／２）
　【新】園芸品目転換の濃密指導（５０回）

担い手不在集落への対応等を広域エリアで総合的にサポートする「地
域農業経営サポート機構」の運営経費に対し助成する。
　・新規設置数　６機構（４機構→１０機構）

農地活用・集
落営農課

集落営農構造改革対策
事業

(地方創生推進交付金活用事業)

水稲から園芸作物への転換による新しい園芸産地づくりを推進するた
め、産地の合意形成から機械・施設のリース導入までの取組を一体的に
支援する。
　・園芸品目転換協議会の設立（キウイ（大分市）ほか２協議会）
　・リース導入の助成（補助率７／１０　キウイ用果樹棚など）

120

121

122

123

124 園芸振興室
活力あふれる園芸産地
整備事業（水田畑地化
推進分）

125

水田農業の低コスト化を図るため、乾田直播栽培の全県展開を進める
ほか、規模拡大に必要なＩＣＴ農業機械などの導入に要する経費に対し
助成する。
　・乾田直播モデル実証圃の設置（１０か所→２０か所）
　【新】可変施肥機能付きトラクターの助成（補助率１／２）

農地活用・集
落営農課

新時代の水田農業低コス
ト化対策事業

(地方創生推進交付金活用事業)

117

担い手への農地集積と集約化により、農地利用の高度化を図るため、
農地の中間的な受け皿である農地中間管理機構の運営を支援する。
　・機構集積協力金の交付
　・機構駐在員の増員（６人→１１人）
  【特】新規就農希望者向け中間保有農地の管理費助成　など

　〔債務負担行為　１６５，０００千円〕

農地活用・集
落営農課

農地中間管理推進事業

118

水田農業の構造改革を加速するため、水田の畑地化、高収益作物の導
入などを総合的に支援する。
　・水田の畑地化目標　５００ｈａ（３４年度末）

農地活用・集
落営農課
　　　　ほか

水田畑地化推進関連事業

119

水田の畑地化を面的に推進するため、畑地の適性調査、農家の賃借意
向調査などを大規模（概ね１００ｈａ規模）に行い、農地再編整備構想
を策定する。
　・実施箇所　宇佐市和間地区

農村整備計画
課

農業農村整備計画調査
事業（水田畑地化再編
整備構想分）

特

新

特

特

新

新



 ○マーケットインの商品づくりの加速
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＋29年度3月補正

予算計上予定
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＋29年度3月補正

予算計上予定

6,425 

(6,437)
136 畜産振興課

県産豚肉の競争力強化による養豚農家の所得向上を図るため、オレイ
ン酸に着目した県産統一ブランド豚肉「米の恵み」の販売促進活動など
に対し助成する。
　・実施主体　大分米ポークブランド普及促進協議会
　・補 助 率　１／２

県産豚「米の恵み」競争
力強化対策事業

134 畜産技術室

国際化の進展に対応可能な生産性の高い酪農経営体制を構築するた
め、後継牛の能力向上や規模拡大の取組を支援する。
　【特】高能力雌性判別体外受精卵の供給（200頭分）
　【新】優良雌牛導入貸付金の限度額の拡大（90万円→100万円/頭）
　【特】搾乳牛増頭時の育成費の助成（6.9万円/頭　250頭分）
　・省力化設備等の助成（補助率2/3）

酪農経営生産性向上対策
事業

135 畜産技術室

地域内連携による酪農経営体の収益力向上を図るため、畜産クラス
ター計画に基づく畜舎等の整備に要する経費に対し助成する。
　・補 助 率　１／２
　・実施箇所　２か所（畜舎５０頭分）酪農基盤対策事業

132 畜産技術室

おおいた豊後牛の生産基盤を強化するため、繁殖・肥育農家の増頭に
つながる取組などを支援する。
　・繁殖雌牛増頭時の育成費の助成（750頭）
　　　補助単価　4.8万円/頭(成牛導入型)～10.5万円/頭(子牛導入型)
　・畜産公社肥育牛預託制度の預託原資の貸付（新規750頭）
　　　貸付単価　80万円/頭(素牛預託)～120万円/頭(飼育管理預託)
　【新】第１１回全共出品種雄牛の人工授精の助成（500頭）

肉用牛生産基盤拡大支援
事業

133 畜産技術室

持続可能な肉用牛生産基盤の確立に向け、規模拡大を目指す経営体が
行う畜舎などの整備に要する経費に対し助成する。
　・畜産クラスター計画に基づく整備（補助率1/2、1か所(畜舎50頭分))
　　　　　　　　　　　　　　　 　 （＋H29 3月補正予定）
　・既存農家の規模拡大（補助率1/2、畜舎新設・改修260頭分）

肉用牛競争力強化対策事
業

130
おおいたブラ
ンド推進課

海外の市場を取り込み農林水産業者の所得向上を図るため、輸出拡大
の取組を支援する。
　・米国系量販店を起点とした養殖ブリの販路開拓（１０万尾）
　【特】米国輸出に対応した予防管理適格者の育成（２０人）
　【特】輸入解禁国に対する販路開拓の支援
　　　　（台湾：牛肉、ベトナム：梨、シンガポール：カキ）　など

農林水産物輸出需要開拓
事業

131 畜産振興課

全国和牛能力共進会での日本一獲得を好機と捉え、おおいた豊後牛の
さらなるブランド力向上に向けた取組を支援する。
　【特】新たなリーディングブランドの創出（３０年６月予定）
　【特】クリエーター監修による日本一ＰＲ作戦の実施
　　　　　東京の高級ホテルでのフェア（１か月間　２か所）
　　　　　ＰＲ動画の作成、東京・大阪等での電照広告　など
　・サポーターショップの拡大（５か所→１０か所）

おおいた豊後牛流通促進
対策事業

128
おおいたブラ
ンド推進課

いちご農家の所得向上を図るため、マーケットニーズに対応した県オ
リジナル新品種「ベリーツ」への品種転換を支援するとともに、県内や
拠点市場における流通拡大対策を実施する。
　・栽培技術マニュアルの作成、最適化モデルほ場の設置（１２か所）
　・生産資材の助成（補助率１／２）
　・ＳＮＳを活用した情報発信、コラボ商品の開発　など

県産いちご「ベリーツ」
産地・流通拡大対策事業

129
おおいたブラ
ンド推進課

生産者の所得向上や雇用の増大を図るため、多様な事業者が取り組む
創意工夫を凝らした新商品開発や加工施設整備などを支援する。
　・６次産業化サポートセンターの運営委託（産業創造機構）
　・加工施設整備の助成（補助率１／２　１か所）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（＋H29 3月補正予定）

６次産業化サポート体制
整備事業

127 園芸振興室

戦略品目等のさらなる産出額向上を図るため、栽培施設などの整備に
要する経費に対し助成する。
　【新】水田畑地化対策（ハウスのリース導入の助成等）
　【新】果樹新規就農者の未収益期間中のリース料等助成（３年間）
　【新】低コスト化対策（強度を備えた低コストハウスの補助対象化）
　【新】県産いちご「ベリーツ」生産拡大対策（ハウス１．９ｈａ）

（一部再掲）活力あふれ
る園芸産地整備事業

特
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＋29年度3月補正
予算計上予定
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146
新規就業・経
営体支援課

就農意欲の喚起と就農後の定着を図るため、就農時４５歳未満の者に
対し、給付金を交付する。
　・準　備　型（国）150万円/年　最長2年間（1,200時間以上の研修）
　・経営開始型（国）150万円/年　最長5年間
　・親元準備型（県）150万円/年　　　1年間（1,200時間以上の研修）
　・親元開始型（県）100万円/年　最長2年間（準備型給付期間を含む)

農業次世代人材投資事業

147
新規就業・経
営体支援課

本県への移住就農を促進するため、就農相談会や就農研修などを実施
するとともに、就農時４５歳以上５５歳未満の県外からの移住就農予定
者に対し、給付金を交付する。
　・移住就農準備給付金の交付　１００万円／年　最長２年間
　・自営就農、雇用就農相談会、体験研修等の実施　など

（再掲）ＵＩＪターン就
農者拡大対策事業

(地方創生推進交付金活用事業)

144 漁業管理課

県産水産物の流通拡大を図るため、戦略魚種の販売促進活動に要する
経費や、「おおいた県産魚の日」（毎月第４金曜日）を中心とした消費
拡大の取組に要する経費に対し助成する。
　・補助率　１／２

県産水産物流通拡大推進
事業

145
新規就業・経
営体支援課

戦略品目等の産地の担い手を確保・育成するため、生産者組織などが
開設する就農学校やファーマーズスクールの設置・運営費に対し助成す
る。
【特】就農学校等の研修生が、所在市町村以外でも就農できるよう制度
を改正するとともに、県農協が行う広域白ねぎ就農学校の整備に要する
経費に対し助成する。
　・設置場所　豊後高田市呉崎（県有地）
　・完成予定　３１年３月

地域育成型就農システム
支援事業

142 水産振興課

ブリ類養殖業の成長産業化に向け、輸出拡大の取組や他魚種との複合
経営の取組を支援する。
　・ブリ輸出用養殖資材の助成（補助率１／３）
　・ブリ輸出向け生産マニュアルの作成
　・ヒラマサ人工種苗の中間育成（１万尾）

ブリ類養殖業成長産業化
推進事業

143
水産振興課
（東部振興局)

漁船漁業者の経営の安定化を図るため、天然ヒジキの好漁場である国
東半島周辺におけるヒジキ養殖の取組を支援する。
　・環境調査、養殖試験などの可能性調査（３海域）
　・適地における養殖用資材費の助成（補助率１／２）

国東半島ヒジキ養殖振興
特別対策事業

140 林産振興室

素材生産量の増加に対応し、きめ細やかな選別が不要な曲がり材を効
率的に流通させるため、中間土場の整備に要する経費に対し助成する。
　・補 助 率 １／３
　・実施箇所 ３か所（中津市、日田市、佐伯市）

原木中間集積地整備事業

(地方創生推進交付金活用事業)

141 林産振興室

県産材の競争力強化を図るため、九州各県との連携のもとに行われる
九州材の販路拡大の取組に要する経費に対し助成する。
　・国内外の住宅フェア出展経費の助成（補助率１／２）
　・RORO船を活用した共同出荷試験の助成（定額２万円／トレーラー）

九州材販路拡大総合対策
事業

138 森林整備室

主伐・再造林の低コスト化を進めるため、全木集材と再造林の一貫作
業を行うモデル的林業事業体を育成するとともに、苗木の増産などに要
する経費に対し助成する。
　・全木集材と再造林の一貫作業の助成（１００万円／ｈａ）
　・コンテナ苗生産施設の整備（補助率２／３）
　・穂木増産の助成（採穂園採り１０円／本、山採り１５円／本） など

主伐・再造林システム
構築事業

139 森林整備室

森林の公益的機能の確保に向け、皆伐後の確実な再造林を推進するた
め、森林所有者が行う従来の植樹本数を削減した低コスト再造林に要す
る経費に対し、製材業界等と連携し、国庫補助に上乗せして助成する。
　・補助対象　植樹本数 1,000本以上2,000本/1ha以下
　・補 助 率　国51％、県32％、業界7％、森林所有者10％

再造林促進事業

（ 森 林 環 境 税 活 用 事 業 ）

137
林務管理課
林産振興室
森林整備室

人工林の伐期到来による素材生産量の増加に対応した林業・木材産業
の構造改革を推進するため、森林所有者が行う路網整備や製材業者が行
う木材加工施設整備などに要する経費に対し助成する。
　・林業専用道開設（2万5,000円/m）、森林作業道開設（2,000円/m）
　・搬出間伐（42万円/ha）、高性能林業機械（補助率1/3）
　・木材加工施設（補助率1/2）　など

林業成長産業化総合対策
関連事業

地

特

特

特



26,457 

(0)

22,647 

(23,811)

3,944 
(0)

　

43,612 
(0)

15,479 
(13,747)

3,073 
(2,032)

57,995 
(48,000)

 ○元気で豊かな農山漁村の継承

16,423 
(18,482)

759,815 
(461,423)

48,283 
(0)

156
森との共生推
進室

野生鳥獣による農林作物被害の軽減を図るため、狩猟者確保対策、捕
獲対策、集落全体で行う予防対策を総合的に支援する。
　【新】有害捕獲専従者（銃）に対する狩猟税の不徴収
　【新】シカ捕獲報償金の改定（適用時期：30年度猟期(11月)から）
　　　　　ジビエ処理施設への直接持込　13,000円/頭
　　　　　その他　　　　　　　　　　　11,000円/頭　など

鳥獣被害総合対策事業

（ 森 林 環 境 税 活 用 事 業 ）

157
森との共生推
進室

ジビエの利用拡大を図るため、処理施設の衛生管理水準の高度化に向
けた取組を支援するとともに、県内外での販路拡大対策を実施する。
　・ジビエ処理施設整備等の助成（補助率３／４）
　・衛生管理水準向上研修会の開催、Ｇマーク認証取得費の助成
　・学校給食へのジビエ普及活動の実施（対象：全小中学校）　など

ジビエ利用拡大モデル整
備事業

154

地域農業振興
課
園芸振興室
林務管理課
　　　　ほか

農林水産業分野における生産性向上を図るため、ＩＣＴ技術等の導入
や作業のスマート化システム構築などを支援する。
　・園芸産地スマート化推進事業（32,204千円）
　　　栽培技術の見える化に向けたシステムの助成等
　・スマート農業推進事業（4,825千円）
　　　統合環境制御モデルの作成、省力化アプリの検証など
　・おおいた林業新技術導入推進事業（森林情報共有化10,178千円）
　　　森林GISに災害分析等に活用可能な施業履歴データを追加　など

スマート農林水産業推進
関連事業（園芸産地ス
マート化推進事業 ほか
６事業）

155
地域農業振興
課

中山間地域の活性化と生産者の所得向上を図るため、直売所が行う集
客力、販売額向上に向けた取組を支援する。
　【特】直売所グランプリの開催（９月予定）
　【特】店舗内飲食コーナー設置等の助成（補助率３／４）
　【特】福岡出店の共同展開可能性調査の実施　など

直売所魅力・機能向上事
業

(地方創生推進交付金活用事業)

152 水産振興課

意欲ある漁業の担い手を確保・育成するため、大分県漁業協同組合が
行う漁業学校の運営経費に対し助成するとともに、就業時４５歳未満の
者に対し、給付金を交付する。
　・準　備　型　１５０万円／年　１年間
　・独立経営型　１５０万円／年　１年間
　・親元就業型　１００万円／年　１年間

漁業担い手総合対策事業

153 園芸振興室

経営規模の拡大に伴う雇用労働力不足の解消を図るため、全農大分県
本部が行う労働力確保戦略センターの運営及び機能強化に要する経費に
対し助成する。（補助率１／２）
　【特】支援センターの２拠点化（大分市→大分市、日田市）
　【特】農業機械オペレーターの養成（３５人）

農林水産業労働力最適活
用支援事業

150 林務管理課

主伐期を迎え今後不足が見込まれる造林作業者の確保・育成を図るた
め、林業事業体が行う新規就業者への研修や就業環境の改善に要する経
費に対し助成する。
　・造林ＯＪＴ型研修の助成（補助率１／２、１０人）
　・就業環境改善装備（空調服等）の助成（補助率１／２）

再造林担い手確保支援事
業

151 林産振興室

日本一の乾しいたけ生産技術の継承に向け、しいたけ版ファーマーズ
スクールを設置し、就業時原則４５歳未満の研修生に対し、給付金を交
付するとともに、生産施設の整備に要する経費に対し助成する。
　・給付金の交付
      独立型　７５万円／年　２年間（６００時間以上の研修）
　　　親元型　５０万円／年　２年間
　・リース団地整備の助成　　　　　　（補助率３／４）
　・人工ほだ場整備、ほだ木造成の助成（補助率２／３）　など

乾しいたけ新規参入者支
援事業

148 畜産技術室

将来の基幹的肉用牛繁殖経営体の確保に向け、５０頭以上の経営計画
を有する原則４５歳未満の新規就農者が行う施設と省力化機器の一体的
整備に要する経費に対し助成するとともに、作業の外部化を推進する。
　・畜舎と省力化機器の一体的整備の助成（補助率２／３）
　・肉用牛ヘルパーの利用助成（生産者負担１／３まで引下げ）　など

肉用牛繁殖経営体確保・
働き方改革推進事業

149 林務管理課

林業経営を担う有望な人材を確保・育成するため、(公財)森林ネット
おおいたが行う「おおいた林業アカデミー」の運営経費に対し助成する
とともに、就業時４５歳未満の研修生に対し、青年就業準備給付金を交
付する。
　・交付額　１２．５万円／月　１１か月間

林業就業準備支援事業

（ 森 林 環 境 税 活 用 事 業 ）

特

特

特

特



②多様な仕事を創出する産業の振興と人材の確保
（単位：千円）

1,211,479 
(1,247,119)

5,365,185 
(4,395,400)

1,228,506 
(259,100)

80,301 
(0)

30,000 
(50,000)

55,083 
(18,638)

39,236 
(17,090)

171,675 
(266,287)

35,795,834 
(35,834,142)

163

市場の成長が期待される業務用無人機（ドローン）分野の産業集積を
加速するため、研究開発や販路開拓などの取組を支援する。
　・研究開発費の助成の拡充（補助率２／３、３→５件）
  【特】コーディネーターによるドローン製造企業とユーザー企業との
　　　  マッチング支援
  【特】ドローン宅配の実用化に向けた実証実験
  【特】協議会会員へのテストフィールド利用助成（６００円／ｈ）
  【特】ドローンイベントの開催　など

工業振興課ドローン産業振興事業

(地方創生推進交付金活用事業)

事　業　名 当　初　予　算　の　概　要 所管課

平成３０年度
当初予算額

平成２９年度
当初予算額

162

164

地場自動車関連企業の底上げを図るため、大分県自動車関連企業会を
中心に、技術力向上、受注獲得機会拡大などの取組を実施する。
　【特】電子・電装部品メーカーの技術力向上及び参入支援 産業集積推進

室

離島等の条件不利地域を中心に、ＩＴ関連企業などの誘致を推進する
ため、市町村が行うサテライトオフィスの整備に対し助成する。
　・補 助 率　離島等２／３
　　　　　　　その他１／２（財政力指数0.67未満の市町村に限る）
　・対象経費　オフィスの取得・新設・増改築費、ＩＴインフラ経費 等
※姫島村分については「姫島ＩＴアイランド構想推進事業」で別途助成
する。(20,000千円)

企業立地推進
課

離島等サテライトオフィ
ス整備推進事業

158

戦略的、効果的な企業誘致を推進するため、誘致企業の設備投資及び
雇用創出の一部に対し助成する。

　
  〔債務負担行為　２００，０００千円〕

企業立地推進
課

企業立地促進事業

161

県外から離島などの条件不利地域へＩＴ企業・人材を呼び込むため、
姫島村をモデルに大分県版第４次産業革命〝ＯＩＴＡ4.0〟を推進する取
組を支援する。
　・ＩＴ企業等の誘致・定着に向けた基盤整備支援（補助率1/2～2/3）
　・先駆的プロジェクト創出支援（補助率1/2）

情報政策課
姫島ＩＴアイランド構想
推進事業

(地方創生推進交付金活用事業)

159

工業団地の整備を行う大分県土地開発公社に対し、用地売却までの間
の所要資金を貸し付ける。
【新】今後の工業用地の先行取得に備えるため、土地開発基金の規模是
正に合わせ、公社の貸付け枠を１０億円追加する。

企業立地推進
課

工業団地開発推進事業

160

企業の誘致活動や工業団地の造成を行うなど企業立地の促進を図るた
め、企業局県政貢献分などを基金に積み立てる。
【新】今後の企業進出に対し迅速に対応するため、土地開発基金の規模
是正分を活用し、１０億円を基金に積み立てる。

企業立地推進
課

企業立地促進等基金積立
金

自動車関連産業企業力向
上事業

中小企業等の設備投資や経営の安定化等を図るため、制度資金の貸付
原資を預託する。（新規融資枠　７００億円）
　【新】経営者の高齢化などに伴い事業承継に取り組む事業者向け資金
　　　　の創設（１０億円）
　　　　融資利率　１．８～２．４％、保証料率　０．５％以内
　【新】災害からの迅速な復旧や経営の安定化に向けて取り組む事業者
　　　　向け資金の創設（１００億円）
　　　　融資利率　（一般）２．１％　　　（特別）１．８％
　　　　保証料率　（一般）０．８５％以内（特別）０．３５％
　【新】創業支援資金の融資限度額の引き上げ
　　　　 (設備・運転　１，０００万円→２，０００万円)　など
　
　〔債務負担行為　１，５３３，７２４千円〕

経営創造・金
融課

中小企業金融対策費

165

地域を牽引する地場中小企業を育成するため、５年以内に雇用人数を
３０人以上または付加価値額を１億円以上増加する企業の人材育成や商
品・サービス力強化などを支援する。
　・補助率　１／２（商品改良、設備整備等)～２／３（人材確保育成)
　・限度額　５，０００万円（計画認定後３６か月以内）
【特】計画の実効性をより高めるため、外部専門家による計画の評価・
分析を実施する。

経営創造・金
融課

地域牽引企業創出事業

166

特



1,283,696 

(1,217,994)

86,930 
(87,123)

28,000 
(0)

5,663 
(0)

9,461 
(0)

24,309 
(0)

8,463 
(10,469)

40,262 
(0)

14,861 
(8,677)

13,952 
(11,344)

176

大分県版第４次産業革命〝ＯＩＴＡ4.0〟を支える基盤であるＩＴ人材
の確保・育成に向け、世代別対策に取り組む。
　・社会人等を対象に県内ＩＴ企業が共同で行う「おおいたクリエイテ
　　ィブアカデミー」の運営費の助成（養成数５０人／年）
　【新】高校生・大学生等を対象としたＩＴ業界説明会などの開催
　【特】県外ＩＴ企業の県内サテライトオフィス体験の支援
　　　　（補助率１／２、５社）　など

情報政策課ＩＴ人材確保支援事業

(地方創生推進交付金活用事業)

168

県産加工食品海外展開支
援事業

175

多様な働き方の実現に向け、大分県働き方改革推進会議を開催すると
ともに、育児や介護に取り組みやすい職場環境づくりなどを行う企業を
支援する。
　【特】中小企業等の経営者向け勉強会の開催（１２か所）
　・働き方改革推進リーダー養成講座の開催（大分市）
　【特】専門家派遣による働き方改革実践サポート（４業種各１社）
　・おおいた子育て応援団（しごと子育てサポート企業）の認証　など

雇用労働政策
課

働き方改革推進事業

(地方創生推進交付金活用事業)

創業の裾野拡大やベンチャー企業の創出・育成を図るため、おおいた
スタートアップセンターにおいて、創業者の成長志向に応じた指導や
フォローアップなどを行う。
　【新】外部専門機関による高成長志向起業家向けの集中支援プログラ
　　　　ムの実施（５社）
　・女性の創業に向けたネットワークの構築、ビジネスアイデアコンテ
　　ストの開催　など

経営創造・金
融課

おおいたスタートアップ
支援事業

(地方創生推進交付金活用事業)

169

県経済の活性化を図るため、経営革新計画の承認を受けた中小企業の
販路開拓や商品等改良など付加価値向上に向けた取組を支援する。
　・補助率　１／２
　・限度額　１５０万円

経営創造・金
融課

経営革新加速化支援事業

(地方創生推進交付金活用事業)

173

大都市圏を中心に県産品の販路開拓・拡大及び定番化を図るため、
メーカーとバイヤーとのマッチングや県外消費者向けイベントなどを行
う。
　・商社、百貨店などターゲットに応じたマッチング商談会の実施
　・福岡での工芸品等展示販売会など、販促イベントの開催　など

商業・サービ
ス業振興課

県産品販路開拓支援事業

174

県内中小企業者の製造する加工食品の輸出促進のため、海外展開の段
階に応じた取組を支援する。
　・海外の商談会（香港など）への出展・出品への支援
　　（補助率１／２　限度額３０万円）
　・海外バイヤー（中国、台湾など）を招聘した商談会の開催（２回）
　・貿易アドバイザーによる商談成約に向けたサポート　など

商業・サービ
ス業振興課

170

171

地域の商店街の活性化を図るため、３年間の推進プランを策定し、域
外から人と消費を呼び込む観光型商店街を目指す取組などを支援する。
　・補助率　２／３（県１／３　市町村１／３） 商業・サービ

ス業振興課
域外消費型商店街等支援
事業

172

ラグビーワールドカップ等の開催を契機として、インバウンドによる
観光関連消費の拡大を図るため、観光関連サービスの創出・磨き上げや
県産品の販売促進に向けた取組などを支援する。
　・魅力ある体験サービス開発の助成（補助率1/2　限度額100万円）
　・県産素材・技術を用いた竹工芸品などに対する海外富裕層の購買意
　　欲を喚起する取組の支援（補助率1/2　限度額1,000万円）　など

商業・サービ
ス業振興課

観光関連消費拡大支援事
業

県内中小企業の収益力向上や事業拡大を図るため、国の無利子融資等
を活用した「中小企業旗艦製品創出応援基金（仮称）」（６０億円）を
造成し、地域資源や企業の独自技術を活用して行う主力製品開発などの
経費に対し助成する。
　・補助率　２／３
　・限度額　１００万円

工業振興課
中小企業旗艦製品創出支
援事業

167

商工会・商工会議所が行う経営改善普及事業に要する経費及び商工会
連合会が行う商工会指導事業に要する経費に対し助成する。

伴走型の支援により小規模事業者の持続的な発展を後押しするため、
商工会・商工会議所の支援体制を強化する。
　・経営指導員の設置拡充（１２７人→１３３人）
　【特】経営支援員の新設（Ｈ３０：２７人→Ｈ３２：８０人）
　　　　※補助員、記帳専任職員から順次移行
　【特】事業承継推進員の新設（４人）　など

商工労働企画
課

小規模事業支援事業

新

特

特

新

新



93,428 
(0)

23,056 
(15,412)

94,227 
(0)

9,591 
(0)

12,098 

(7,177)

③男女が共に支える社会づくりの推進
（単位：千円）

10,974 
(12,793)

43,670 
(44,751)

86,930 
(87,123)

179

産業人材の確保と本県への移住・定着を促進するため、学生就職サ
ポーターなどによる県外進学者への情報発信の取組を強化する。また、
ＵＩＪターン希望者と県内企業とのマッチングや相談会などを行う。
　・学生就職サポーターの設置（福岡事務所）
　・県内企業魅力発見バスツアーの開催（４コース）
　・保護者向け合同企業説明会の開催（１回）
　・県内高校生及び大学生向け合同企業説明会の開催（３回）　など

雇用労働政策
課

県内中小企業の人材確保と県外大学生等の県内就職・定着を図るた
め、インターンシップの受入体制整備などを行う。
　・インターンシップマッチング専用サイトの開設
　・県内企業と理系大学教授との情報交換会の開催（１回）

雇用労働政策
課

（再掲）おおいた元気企
業マッチング促進事業

(地方創生推進交付金活用事業)

（再掲）ＵＩＪターン就
職等支援強化事業

180

女性が活躍できる環境を整備するため、女性活躍推進宣言を行う企業
の拡大に取り組むほか、女性の就労やスキルアップを支援する。
　【特】事業所へのキャリアコンサルタントの派遣（１０社×４回）
　【特】就労など様々な社会参画に向けたセミナーの開催（５回）

県民生活・男
女共同参画課

女性の活躍推進事業

平成３０年度
当初予算額

平成２９年度
当初予算額

182

事　業　名 当　初　予　算　の　概　要 所管課

181

企業の将来を担う人材の県内就職・定着を促進するため、おおいた学
生登録制度を通じ、大学等進学者が就職するまでの間、企業・地域情報
をＷＥＢマガジンなどにより発信するとともに、大卒者等への奨学金返
還助成を行う。
　・支援要件　ア　日本学生支援機構、大分県奨学会の奨学金等貸与者
　　　　　　　イ　６年間継続して県内企業での就業が見込まれる者
　・対象職種　研究者、開発技術者、製造技術者、情報処理・通信技術
　　　　　　　者（中小製造業又は中小情報サービス業に限る）
　・助 成 額　毎年度の返還額（月額13,600円、通算122万4千円上限）
　・募集期間　３０年度から３２年度までの就職

雇用労働政策
課

（再掲）おおいた学生県
内就職応援事業

(地方創生推進交付金活用事業)

(地方創生推進交付金活用事業)

178

建設産業における人材確保や生産性向上を図るため、魅力を発信する
とともに、就労環境改善やＩＣＴ機器導入の取組を支援する。
　・建設産業のＰＲ動画作成
　【特】就労環境の改善対策の助成
　　　　　補助率１／２　限度額５０万円　１５件
　・ＩＣＴ機器導入の助成（リースを含む）
　　　　　補助率１／２　限度額５０万円　１５件

土木建築企画
課

建設産業構造改善・人材
育成支援事業

177

特に人手不足感が強い観光、建設、物流産業における人材の確保・育
成を支援するため、技能習得・資格取得から雇用（現場実習）までの一
貫した教育訓練を実施する。
　・観光産業（訓練期間６か月　２５人）
　・建設産業（訓練期間４か月　２０人）
　・物流産業（訓練期間３か月　１５人）

　〔債務負担行為　２０３，２１６千円〕

雇用労働政策
課

おおいたの産業人材確
保・育成事業

184

創業の裾野拡大やベンチャー企業の創出・育成を図るため、おおいた
スタートアップセンターにおいて、創業者の成長志向に応じた指導や
フォローアップなどを行う。
　・女性の創業に向けたネットワークの構築、ビジネスアイデアコンテ
　　ストの開催
　【新】外部専門機関による高成長志向起業家向けの集中支援プログラ
　　　　ムの実施（５社）　など

経営創造・金
融課

（再掲）おおいたスター
トアップ支援事業

(地方創生推進交付金活用事業)

183

柔軟で多様な働き方の実現と女性の就業機会の創出を図るため、在宅
ワークの普及を推進するとともに、就業体験や再就職に向けた取組を支
援する。
　・在宅ワーカー養成講座の開催(講座期間3か月 3コース)
　【新】在宅ワークマッチング交流会の開催(求職者50人 企業20社)
　【新】働きたい女性向け合同企業説明会の開催(求職者50人 企業30社)
　・託児付き職業訓練の実施(8コース)　など

雇用労働政策
課

女性のスキルアップ総合
支援事業

(地方創生推進交付金活用事業)

新

特

特



5,207 
(4,890)

④人を呼び込み地域が輝くツーリズムの推進
（単位：千円）

89,633 
(82,979)

90,714 
(98,309)

25,298 
(26,202)

5,514 
(0)

2,207 
(0)

191,509 
(101,405)

51,017 
(101,405)

92,495 
(0)

47,997 
(0)

観光・地域振
興課

平成２９年度
当初予算額

事　業　名 当　初　予　算　の　概　要 所管課

平成３０年度
当初予算額

次世代農山漁村女性リー
ダー育成事業

(地方創生推進交付金活用事業)

次世代の女性が農林水産業や地域の重要な担い手として、一層能力を
発揮できるよう、ネットワーク化に取り組むとともに、女性グループが
行う活動を支援する。
　【特】食イベントへの出店や備品整備の助成（補助率１／２）
　・女性若手リーダーの育成（専門家派遣、インターンシップ）　など

新規就業・経
営体支援課

久大本線日田～光岡間の復旧（７月）に合わせ、ＪＲ九州と連携した
旅行商品造成などの誘客対策及び情報発信を行うとともに、スマート
フォンアプリを活用したスタンプラリーを実施する。

188

六郷満山開山１３００年キャンペーンによる観光客の増加を図るた
め、市町村等と連携し、外国人向けホームページの作成による情報発信
などの強化に取り組む。
　【新】英語版ホームページの整備による情報発信
　【新】インバウンド向け旅行商品造成支援
　・着地型旅行商品の造成支援　など(地方創生推進交付金活用事業)

六郷満山開山１３００年
記念観光推進事業

国内旅行者の誘客を促進するため、圏域別に民間事業者と連携したプ
ロモーション等を行うほか、教育旅行などの団体旅行も含めた総合的な
誘客対策を実施する。
　・九　州　旅行会社等と連携した久大本線沿線への誘客
　・関　西　ＪＲ西日本と連携した誘客
　・東日本　航空機を利用した誘客　など

194

日本の温泉文化を世界に発信するとともに、国内外の温泉地の更なる
発展につなげるため、「世界温泉地サミット」を開催する。
　・開催日程　３０年５月２５日（金）～２７日（日）
　・会　　場　別府国際コンベンションセンター

(地方創生推進交付金活用事業)

191

189

185

187
観光・地域振
興課

国内誘客総合対策事業

(地方創生推進交付金活用事業)

186

本県の魅力（ブランド力）の向上・定着を図るため、パブリシティ活
動に加え、ＳＮＳの拡散力・訴求力を活用した新たな情報発信を行うほ
か、ラグビーワールドカップなどの開催の機会を捉え、海外向け広報を
強化する。
　【新】海外向けＰＲ動画による広報の強化
　・新動画の作成とＳＮＳでの拡散によるプロモーション強化　など

広報広聴課
おおいた魅力アップ情報
発信事業

190

交流人口の拡大による保戸島の活性化を図るため、密集した集落や漁
業景観等の資源を活用した観光プログラムの造成に向け、旅行者ニーズ
の把握などを実施する。

観光・地域振
興課
(中部振興局)

保戸島の魅力を活かした
ツーリズム促進事業

観光・地域振
興課
(西部振興局)

災害に負けない観光客倍
増事業

観光・地域振
興課

世界温泉地サミット開
催事業

(地方創生推進交付金活用事業)

ラグビーワールドカップ大分開催などの国際的なイベントを控え、ア
ジアに加え欧米・大洋州からの誘客促進を図るため、インバウンド対策
を強化する。 観光・地域振

興課

192

東アジアをはじめ、アセアン諸国からの観光誘客を図るため、国・地
域ごとのニーズに応じた情報発信・誘客対策を行う。
　・台湾台中市での商談会の開催
　・タイでの誘客アドバイザーによる情報発信
　【特】九州観光推進機構と連携した世界温泉地サミットでの「温泉ア
　　　　イランド九州」の情報発信　など

観光・地域振
興課

インバウンド推進事業

193

欧米・大洋州などからの観光誘客を図るため、本県で試合を行う国へ
のプロモーションに加え、情報発信、誘客対策及び受入態勢整備を実施
する。
　・公式旅行代理店と連携した情報発信、チケット付きツアーの造成
　・欧米・大洋州向け着地型旅行商品等の造成
　・大手民泊サイトを活用したグリーンツーリズムの受入態勢整備
　・観光サービス事業者を対象にしたおもてなし研修の実施　など

観光・地域振
興課

ラグビーワールドカッ
プ観光振興事業

(地方創生推進交付金活用事業)

インバウンド対策関連事
業

地

新

特

地



14,684 
(35,499)

8,635 
(0)

135,000 
(0)

100,531 
(0)

60,837 
(31,806)

298,329 
(57,030)

83,284 
(60,749)

⑤海外戦略の推進
（単位：千円）

23,439 
(18,162)

37,223 
(37,761)

22,601 
(21,399)

200

国立公園満喫プロジェクトのモデルに選定された阿蘇くじゅう国立公
園内等の県有施設を計画的に整備するとともに、市・町有施設の整備に
対し助成する。
　・県有施設　　　大船山避難小屋（建替）
　　　　　　　　　万年山避難小屋トイレ（建替）
　・市・町有施設　あざみ台園地（展望公園整備等　竹田市）
　　　　　　　　　小松地獄園地（展望デッキ整備等　九重町）　など

自然保護推進
室

国立公園等施設整備事業

（ 森 林 環 境 税 活 用 事 業 ）

199

観光地の魅力向上を図るため、市町村が管理する公衆トイレの緊急的
な整備に要する経費に対し助成する。
　・補助率　　１／２
　・限度額　　改修１５０万円
　　　　【新】新築５００万円、改築３００万円
　・整備箇所　４７か所
（参考）別途県管理分　４か所整備（４８，１６４千円）

観光・地域振
興課

おもてなしトイレ緊急整
備事業

（ 元 気 創 出 基 金 活 用 事 業 ）

197 道路保全課
おもてなしの観光道路等
環境整備事業

観光客の長期滞在と消費拡大を促すため、県域版ＤＭＯであるツーリ
ズムおおいたが行う、観光マーケティングや着地型商品等の販売促進な
どを支援する。
　【特】県内の多様な事業関係者と連携した商品開発
　【特】国内向けマーケティング調査の実施
　【特】市町村別カルテレポートの作成　など
（参考）３０年中の日本版ＤＭＯの登録を目指す。

観光・地域振
興課

おんせん県おおいた県域
版ＤＭＯ推進事業

交通規制課
おもてなしの交通環境整
備事業

事　業　名

台湾との定期便就航に向け、定期チャーター便の運航再開を働きかけ
るとともに、新規路線の誘致に取り組む。

当　初　予　算　の　概　要

(地方創生推進交付金活用事業)

198

国民文化祭やラグビーワールドカップの開催に備え、来県する観光客
等へ安全かつ快適な交通環境を整備するため、摩耗の進んだ横断歩道の
改修などを集中的に実施する。
　・横断歩道、一時停止標示の更新（７２キロ、５３１か所）
　・英語併記の信号機地名板の設置（３０か所）
　・英語併記の一時停止標識の設置（２００か所）

国民文化祭やラグビーワールドカップの開催に備え、来県する観光客
等へ安全かつ快適な道路環境を提供するため、観光案内標識の多言語化
や観光地等を結ぶ主要路線の草刈りなどを行う。
　・英語等併記の観光案内標識の設置（８７基）
　・会場周辺等の区画線更新（１００か所）
　・草刈りの実施（１７路線）

195

(地方創生推進交付金活用事業)

204

203
（再掲）農林水産物輸出
需要開拓事業

海外の市場を取り込み農林水産業者の所得向上を図るため、輸出拡大
の取組を支援する。
　・米国系量販店を起点とした養殖ブリの販路開拓（１０万尾）
　【特】米国輸出に対応した予防管理適格者の育成（２０人）
　【特】輸入解禁国に対する販路開拓の支援
　　　　（台湾：牛肉、ベトナム：梨、シンガポール：カキ）　など

おおいたブラ
ンド推進課

(地方創生推進交付金活用事業)

平成３０年度
当初予算額

平成２９年度
当初予算額

海外戦略加速化事業

県内での就職・起業を目指す留学生等を支援するため、就職コーディ
ネーターや起業コンシェルジュを配置した｢おおいた留学生ビジネスセン
ター｣（別府市）を運営する。
　【特】留学生ビジネス塾（企業との交流、現場体験）の開催　など

国際政策課
おおいた留学生ビジネス
センター運営事業

所管課

交通政策課
国際チャーター便誘致促
進事業

196

202

海外戦略に基づき、アジア、特にアセアン諸国の成長を取り込み本県
産業の活性化を図るため、留学生や県人会等とのネットワークづくりを
強化するほか、ターゲット国・地域ごとに取組を推進する。
　【特】台湾・台中花博におけるプロモーションの実施
　【特】アセアン地域での帰国留学生ネットワークの構築
　【特】ブラジル大分県人会創立65周年記念事業への訪問団派遣　など

国際政策課

住宅宿泊事業法の施行に伴い、民泊利用者及び周辺住民の安全と安心
を確保するため、民泊監視員（２人）を設置し、事業者への調査や指導
を行う。 食品・生活衛

生課

201

民泊の安全・安心確保事
業

特

新

特



⑥活力みなぎる地域づくりの推進
（単位：千円）

500,000 
(500,000)

当　初　予　算　の　概　要 所管課

平成３０年度
当初予算額

平成２９年度
当初予算額

地域活力づくり総合補助
金

地域の活力の維持・発展を図るため、「チャレンジ枠」、「地域創生
枠」を設定し、地域活性化に向けた取組を支援する。
　・チャレンジ枠　補助率  ３／４　限度額  ２００万円
　・地域創生枠　　補助率　１／２
　　　　　　　　　ただし、地域創生に直結しない市町村事業は１／３
　　　　　　　　　限度額  ３，０００万円　支援期間　最長３年
【特】ラグビーワールドカップ大分開催など、訪日外国人の増加が見込
まれるこの機を捉え、国宝や世界農業遺産などの国際ブランド等を活か
した地域づくりを支援する。
　・国際ブランド地域創出枠（補助率を嵩上げし２か年で集中的に支援)
　　　　　　　　　補助率　２／３
　　　　　　　　　限度額　３，０００万円（特認５，０００万円）

地域活力応援
室

事　業　名

205


